
 

中国電力株式会社島根原子力発電所第２号機の工事計画届出 

（蒸気タービンの車室、車軸等の強度影響に係る工事）についての確認結果 

 

（届出概要） 

１．届出者及び届出年月日等 

   届出者：中国電力株式会社 取締役社長  

 苅田 知英 

   届出年月日等： 

（核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律に基づく届出） 

平成２７年２月２５日（電原設第５４号） 

    （電気事業法に基づく届出） 

       平成２７年２月２５日（電原設第５５号） 

   補正年月日等： 

（核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律に基づく届出） 

平成２７年３月２４日（電原設第５８号） 

    （電気事業法に基づく届出） 

       平成２７年３月２４日（電原設第５９号） 

 

２．発電所の名称及び位置 

名称：島根原子力発電所 

位置：島根県松江市鹿島町片句 

 

３．発電所の出力及び周波数 

出力：   ２，６５３，０００ｋＷ 

第１号機：  ４６０，０００ｋＷ        

第２号機：  ８２０，０００ｋＷ（今回届出分） 

第３号機：１，３７３，０００ｋＷ 

周波数：６０Ｈｚ  

 

４．届出範囲 

原子炉冷却系統施設 

蒸気タービンに係るものにあっては、次の事項 

１ 蒸気タービン本体に係る次の事項 

（１）種類、定格出力、気筒数、主蒸気止め弁の入口の圧力及び温度、

再熱蒸気止め弁の入口の圧力及び温度、抽気圧力、抽気量、排気

圧力、回転速度並びに被動機一体の危険速度 

（２）車室、円板、隔板、噴口、翼、車軸の主要寸法及び材料並びに

管の最高使用圧力、最高使用温度、外径、厚さ及び材料 

３ 蒸気タービンの基本設計方針、適用基準及び適用規格 

４ 設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する次の事項 

（１）品質保証の実施に係る組織 

（２）保安活動の計画 



 

（３）保安活動の実施 

（４）保安活動の評価 

（５）保安活動の改善 

 

５．工事の種類・内容 

種類 ：発電用原子炉の基数の増加の工事以外の変更の工事（原子炉冷却

系統施設） 

内容：蒸気タービンの改造（車室、円板又は車軸の強度に影響を及ぼす

もの） 

 

６．届出理由 

低圧タービン動翼取付部に応力腐食割れと推定されるひび割れを確認し

たことから、応力腐食割れ対策として、動翼取付部の翼溝形状の変更等を行

い、それに合わせ蒸気エネルギーの損失低減を図るため、高圧タービン円

板・車軸、翼、隔板、噴口及び低圧タービン内部車室、円板・車軸、翼、隔

板、噴口を改造する。 

 

 

（確認概要） 

 

１．確認内容  

今回の届出に係る工事計画、発電用原子炉の設置の許可との整合性に関する

説明書、発電用原子炉施設の蒸気タービン、ポンプ等の損壊に伴う飛散物によ

る損傷防護に関する説明書、蒸気タービンの耐震性に関する説明書、蒸気ター

ビンの強度に関する説明書、蒸気タービンの基礎に関する説明書、流体振動又

は温度変動による損傷の防止に関する説明書、蒸気タービンの制御方法に関す

る説明書、蒸気タービンの振動管理に関する説明書、設計及び工事に係る品質

管理の方法等に関する説明書、常用電源設備の健全性に関する説明書、図面等

に加え、参考資料のとおり中国電力から追加で提出のあった内容も併せて確認

した。 

確認した結果、以下のとおり原子炉等規制法第４３条の３の９第３項第１号

に規定する発電用原子炉の設置の許可との整合性、同項第２号に規定する「実

用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則（平成２５年原子力

規制委員会規則第６号）」（以下「技術基準規則」という。）に適合するもので

あること、同項第３号に規定する「実用発電用原子炉に係る発電用原子炉設置

者の設計及び工事に係る品質管理の方法及びその検査のための組織の技術基

準に関する規則（平成２５年原子力規制委員会規則第８号）」（以下「品質基準

規則」という。）に適合するものであることを確認した。なお、発電用原子

炉施設全体に関係する新規制基準適合性に係る審査については、「資料

１－４ 新規制施行に伴う手続等について」（第１１回原子力規制委員会



 

（平成２５年６月１９日開催））に基づき、別途申請されている工事計

画（平成２５年１２月２５日電原設第６９号及び平成２６年９月２９日

電原耐第２６－６１号）の審査において行う。 

 

 発電用原子炉の設置の許可との整合性については、申請に係る内容が、島

根原子力発電所原子炉設置変更許可申請書（平成２０年１０月２８日許可

までの申請に係るもの。）の本文に記載された原子炉冷却系統施設の構造

及び設備の変更を要するものに該当しないことから、許可を受けたところ

によるものである。 

 耐震性については、基礎を含めて剛設計とするとともに、「原子力発電所

耐震設計技術指針 JEAG4601（日本電気協会）」等に基づき、当該設備の

耐震重要度分類（Ｂクラス）に応じた耐震設計が適切になされており、技

術基準規則第５条（地震による損傷の防止）の規定に適合する。 

 構造強度については、「発電用火力設備の技術基準の解釈（平成２５年５

月１７日制定）」に基づき、非常調速装置が作動したときに到達する回転

速度を上回る回転速度を考慮するとともに、実績のある設計手法を用いて

いること、また、振動特性を適切に配慮するとともに、制御方法及び振動

管理についても変更なく実施されることから、技術基準規則第３１条（蒸

気タービン）で準用する発電用火力設備に関する技術基準を定める省令

（平成９年通商産業省令第５１号。以下「火力省令」という。）第１３条

（蒸気タービン等の構造）の規定に適合する。 

 円板及び翼の改造に伴い実施されたタービンミサイル評価においては、定

格回転速度を上回る回転速度が考慮され、防護対象である使用済燃料プー

ルのタービンミサイルによる損傷確率は判定基準の 10-７回／炉・年を超え

ないことから、技術基準規則第１５条（設計基準対象施設の機能）第４項

の適合性に影響を与えるものではない。 

 調速装置については、設計最大出力を発生させる運転状態において負荷遮

断した場合の瞬時最大回転速度を評価し、非常調速装置が作動するタービ

ン回転速度（定格回転速度の 111％）未満にする能力を有することが確認

されていることから、技術基準規則第３１条（蒸気タービン）で準用する

火力省令第１４条（調速装置）及び第１５条（警報及び非常停止装置）の

適合性に影響を与えるものではない。 

 蒸気タービンの取替えにより、過圧防止装置及び計測装置の機能に影響を

及ぼすものではないことから、技術基準規則第３１条（蒸気タービン）で

準用する火力省令第１６条（過圧防止装置）及び第１７条（計測装置）の

規定の適合性に影響を与えるものではない。 

 電気設備の健全性については、蒸気タービンの負荷遮断時及び非常調速装

置作動時の蒸気タービンの瞬時最大速度は改造前よりも下回るため発電

機等の機械的強度に係る条件に変更の必要はなく、設計最大出力状態での

電気出力は発電機及び主変圧器の構成部品各部の温度上昇制限値及び定

格容量から定まる運転制限曲線による電気出力の上限値以下であること

が確認されていることから、技術基準規則第４８条（準用）第４項で準用



 

する原子力発電工作物に係る電気設備に関する技術基準に定める省令（平

成２４年経済産業省令第７０号）の各条項の適合性に影響を与えるもので

はない。 

 設計及び工事に係る品質管理の方法等については、品質保証の実施に係る

組織、保安活動の計画、保安活動の実施、保安活動の評価及び保安活動の

改善に係る事項について、安全文化を醸成するための活動、不適合の報告

及び処理、業務プロセス、設計管理のグレード分け等を含めて品質保証計

画として定められており、品質基準規則に適合する。 

なお、翼溝形状の変更を行う原因となったひび割れに対しては、不適合と

して取扱い、原因究明を行い、設計に係る要求事項の内容を整理するとと

もに、振動特性の改善も含めて発生応力を低減する設計を行い、併せて高

効率化を検討している。また、調達先に対しては、工事の重要度に応じて

調達先の評価を行っており、調達管理のプロセスについては品質保証計画

書の提出等により管理するとされている。その上で検査としては、検査の

項目（通常の材料、寸法、作動・性能等に加えて表面圧縮応力付与の施工

確認等）について品質管理項目一覧として整理しており、各検査の判定基

準、工程、体制等を要領書等に定めて実施することとしている。 

 

２．処理意見 

本工事計画は、原子炉等規制法第４３条の３の１０第４項で準用する同

法第４３条の３の９第３項の規定に適合するものと認められる。なお、

電気事業法第４８条第４項で準用する同法第４７条第３項の規定に関し

ては、原子力規制委員会で確認すべき同項第１号の原子力安全に係る基

準（原子炉等規制法第４３条の３の１４の技術上の基準に該当する部分）

に対して、電気事業法第１１２条の３第２項の規定により、適合してい

るものとみなされる。 

  



 

 

（参考資料） 

中国電力から追加で確認した内容 

 

年月日 概要 備考 

平成２７年２月２７日 工事計画の記載、各添付書

類での評価内容等につい

て、ヒアリングで事実関係

を確認 

－ 

平成２７年３月５日 平成２７年２月２７日の

ヒアリングを踏まえ、工事

計画の記載、各添付書類で

の評価内容等について、根

拠資料等をもって、ヒアリ

ングで事実関係を確認 

 

平成２７年３月１２日 平成２７年３月５日のヒ

アリングを踏まえ、工事計

画の記載、各添付書類での

評価内容等について、根拠

資料等をもって、ヒアリン

グで事実関係を確認 

－ 

平成２７年３月１８日 平成２７年３月１２日の

ヒアリングを踏まえ、工事

計画の記載、各添付書類で

の評価内容等について、根

拠資料等をもって、ヒアリ

ングで事実関係を確認 

 

平成２７年３月２０日 平成２７年３月１８日の

ヒアリングを踏まえ、工事

計画の記載、各添付書類で

の評価内容等について、根

拠資料等をもって、ヒアリ

ングで事実関係を確認 

 

平成２７年３月２３日 平成２７年３月２０日の

ヒアリングを踏まえ提出

のあった資料について、ヒ

アリングで事実関係を確

認 

＜提出資料＞ 

工事計画届出書の確認

事項に対する回答 

：添付 

 

 

 



工事計画届出書の確認事項に対する回答 

（平成 27 年 2 月 25 日付申請 電原設第 54 号） 

平成 27 年 3 月 24 日 

中国電力株式会社 
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1. 概要 

蒸気タービンと常用電源設備である発電機は連結して使用される設備であり，今回の

変更に伴う評価を行う。発電機及び主変圧器については，蒸気タービン設備とともに定

格熱出力一定運転実施に伴い，原子炉熱出力 100％時の蒸気流量を定格蒸気流量 100％

とし，タービン・ミサイル評価，蒸気タービン設備の健全性評価，電気設備の健全性評

価を行う。 

島根原子力発電所第２号機では，平成 15 年 10 月 3 日に当時の原子力安全・保安院に

提出した「島根原子力発電所第２号機 定格熱出力一定運転実施に伴う発電設備の健全

性評価書」で仮想的に蒸気加減弁が全開した運転状態（定格蒸気流量の 102.3％）での

設計最大出力（電気出力 861.0MW：定格電気出力の 105％）におけるタービン・ミサイ

ル評価，蒸気タービン設備の健全性評価を行っている。また，電気設備については 866.

4MW を上限とした運転制限曲線の範囲内で運転を行えば設備の健全性に問題が無いこと

を確認している。 

今回の変更により，設計最大出力が変更になることから，以下のとおり評価を行った。 

(1)タービン・ミサイル評価 

過去の運転実績から推測される最大の電気出力を上回る条件として，タービン改造

後における蒸気タービンの設計最大出力（電気出力で898.0MW：定格電気出力の

109.5％）を用いる。この時の蒸気流量（定格蒸気流量の103％）で非常調速装置作動

後のタービン回転速度を評価した結果，定格電気出力一定運転時のタービン・ミサイ

ル評価に用いるタービン回転速度（定格回転速度の120％）に対し，定格回転速度の

117.9％であるとの評価結果を得た。従って，これまでのタービン・ミサイルの評価

に用いたタービン回転速度は変更する必要がない。また，「Ｖ-2 発電用原子炉施設

の蒸気タービン，ポンプ等の損壊に伴う飛散物による損傷防護に関する説明書」に示

すとおり，タービン改造に伴う,タービンのミサイル性状の変更後のタービン・ミサ

イル評価を行った結果,原子炉施設へのタービン・ミサイルの影響を考慮する必要は

ないとするこれまでの評価結果を変更する必要はないことを確認した。 

(2)蒸気タービン設備の健全性評価 

過去の運転実績から推測される最大の電気出力を上回る条件として，タービン改造

後における蒸気タービンの設計最大出力（898.0MW：定格電気出力の109.5％）を用い

る。蒸気タービンを構成する機器で,今回の改造範囲にかかわる範囲（低圧タービン

の内部車室,高圧タービン及び低圧タービンの円板・隔板・噴口・翼・車軸・カップ

リングボルト・基礎ボルト）の強度を，設計最大出力時の蒸気流量（定格蒸気流量の

103％）,電気出力（898.0MW：定格出力の109.5％）及び非常調速装置が作動したとき

に達する蒸気タービン回転速度を上回る回転速度（定格回転速度の120％）で評価し
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た。結果は，以下に示すとおりである。 

ａ．低圧タービンの内部車室については，「Ｖ-4 蒸気タービンの強度に関する説明

書」にて内圧に対し強度評価を行い許容値を満足することを確認した。 

ｂ．蒸気タービンの設計最大出力時の蒸気流量（定格蒸気流量の103％）で定格回転

速度の111％まで蒸気タービン回転速度が上昇し，その後非常調速装置が作動した

場合でも，蒸気タービンの回転速度は定格回転速度の117.9％であるとの評価結果

を得た。この評価結果から，蒸気タービンの円板・翼の強度の評価について，「Ｖ

-4 蒸気タービンの強度に関する説明書」にて蒸気タービンの回転速度（定格回転

速度の117.9％）を上回る回転速度（定格回転速度の120％）で強度評価を行い，許

容値を満足することを確認した。 

ｃ．蒸気タービンの隔板，噴口，翼，車軸及びカップリングボルトについては，「Ｖ

-4 蒸気タービンの強度に関する説明書」にて蒸気タービンの設計最大出力時の蒸

気流量（定格 蒸気流 量の 103％）及 び電 気出力（ 898.0MW：定 格電気出力の

109.5％）を用いて強度評価を行い許容値を満足することを確認した。 

ｄ．タービン基礎ボルトの強度については，「Ｖ-3 蒸気タービンの耐震性に関する

説明書」にて蒸気タービンの設計最大出力時の蒸気流量（定格蒸気流量の103％）

及び電気出力（898.0MW：定格電気出力の109.5％）の状態に，地震による荷重など

を組み合せて評価を行い，許容値を満足することを確認した。 

なお,蒸気タービンを構成する機器のうち,高圧タービンの車室,低圧タービンの外

部車室については,今回改造を行わないことから評価結果に変更はない。 

(3)蒸気タービンの調速装置 

蒸気タービンの設計最大出力時の蒸気流量（定格蒸気流量の103％）で負荷遮断し

た場合の性能を評価し，非常調速装置が作動する蒸気タービンの回転速度（定格回転

速度の111％）未満にする能力を有する（定格回転速度の106.6％）ものであることを

確認した。 

(4)電気設備の健全性評価 

発電機，主変圧器については，これらの構成部品各部の部材温度上昇の制限によっ

て定められる，それぞれの運転制限曲線を全て満足する範囲内で発電機を運転するこ

とにより健全性は確保される。 

定格熱出力一定運転を行っても，適時電力計及び無効電力計により監視を行い，発

電機電気出力を運転制限曲線の範囲内で運転するため，発電機，主変圧器の健全性は

確保される。 
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なお，発電機，主変圧器については，今回改造を行わないことから運転制限曲線に

変更はなく，運転制限曲線によって定まる発電機電気出力866.4MW（定格電気出力の

105.7％，力率0.996）を上限とした運転制限曲線の範囲内で運転を行えば，設備の健

全性に問題がないとの評価結果に変更はない。 
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2. 発電設備の健全性評価に用いる最大の電気出力 

今回蒸気タービン改造後の定格熱出力一定運転の実施により，蒸気タービンの定格出

力を超えて運転する場合の最大の出力状態を上回るものとして，仮想的に蒸気加減弁が

全開した運転状態（定格蒸気流量の 103%）での蒸気タービンの設計最大出力（電気出力

で 898.0MW：定格電気出力の 109.5%）を評価条件として採用する。 

蒸気タービン設計最大出力時の電気出力と定格熱出力一定運転時の電気出力（推定

値）の関係を図 1 に示す。 

図 1  蒸気タービン設計最大出力時の電気出力と 

定格熱出力一定運転時の電気出力(推定値)の関係 

注：定格熱出力一定運転時の電気出力（推定値）は，過去の定格熱出力一定運転

データ（平成 22 年 12 月から平成 24 年 1 月）から改造による損失低減分を

考慮し推定した。 
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3. 蒸気タービンの回転速度の評価 

(1)蒸気タービンの回転速度の評価 

発電機の負荷遮断や過速によるタービントリップ時には蒸気タービン及び蒸気管内

にある蒸気のエネルギに加えて弁の応答遅れ，閉鎖時間に係る蒸気の流入によるエネ

ルギが原因で蒸気タービンの回転速度（回転数/分）の上昇が起こる。 

蒸気タービンにはその回転速度及び出力が負荷の変動の際にも持続的に動揺するの

を防止するため，蒸気タービンに入る蒸気量を自動的に調整する装置（調速装置）を

設けている。 

この調速装置は，負荷遮断した時に達する蒸気タービンの回転速度を，非常調速装

置の作動域に至らないようにする能力を有することが要求されている。非常調速装置

は定格回転速度（1800rpm）の 111％以下で作動し，蒸気タービン入り口にある蒸気加

減弁等の弁を閉鎖して蒸気を遮断する。 

ここでは，負荷遮断後の蒸気タービンの回転速度の評価を島根原子力発電所第２号

機について行う。 

(2)評価式 

負荷遮断後の瞬時最大速度：no(rpm) 

= 7.3×105

× (ER＋△E1＋△E2＋△E3) 
GD2

ER ：定格回転時の回転エネルギ (kW･ｓ)=1.37×10-6×GD2×nr
２

GD2  ：蒸気タービン，発電機回転部分の慣性モーメント(kg･m2) 

nr  ：定格回転速度(rpm) 

△E1  ：負荷遮断後，弁の遅れ時間に対して蒸気タービン内に流入する蒸気により

速度上昇に使われるエネルギ(kW･s) 

△E2 ：負荷遮断後，弁の閉鎖時間に対して蒸気タービン内に流入する蒸気により

速度上昇に使われるエネルギ(kW･s) 

△E3 ：負荷遮断後，蒸気タービン及び蒸気管内にあり，速度上昇に使われるエネ

ルギ(kW･s) 

（出典：「火力原子力発電必携」（社）火力原子力発電技術協会） 

－① 
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(3)負荷遮断時の蒸気タービンの回転速度の評価結果 

GD2（慣性モーメント）＝1.102×106 (kg･m2) 

ER （回転エネルギ）＝4.893×106 (kW･s) 

ΔE1：蒸気加減弁（ＣＶ）の作動遅れ時間（0.05 秒）（トリップ信号の入力から弁が

作動し始めるまでの時間）により高圧タービンへ流入する蒸気のエネルギ及び

インタセプト弁（ＩＶ）の作動遅れ時間（0.10 秒）により低圧タービンへ流入

する蒸気のエネルギ 

ΔE2：蒸気加減弁（ＣＶ）及びインタセプト弁（ＩＶ）の閉鎖時間中に蒸気タービン

に流入する蒸気エネルギ 

ＣＶ及びＩＶの閉鎖時間（ＣＶ：0.32 秒，ＩＶ：0.17 秒）中に時々刻々変化す

る高圧・低圧タービンへの流入蒸気流量について，全開から全閉までの積分値

を求め，これにエンタルピを乗じ，ＣＶ及びＩＶの閉鎖時間に高圧・低圧ター

ビンに流入する蒸気エネルギを求める。 

ΔE3：負荷遮断時に，高圧・低圧タービンのケーシング，配管等蒸気通路部に残留す

る蒸気エネルギ 

 負荷遮断後の蒸気タービンの回転速度 

電気出力 898.0MW（設計最大出力） 

蒸気流量 定格蒸気流量の 103％（ＶＷＯ） 

真空度 96.3kPa 

エネルギΔE1 6.781×104 kW･s 

エネルギΔE2 1.374×105 kW･s 

エネルギΔE3 4.607×105 kW･s 

最大回転速度 定格回転速度の 106.6％ 

     ＶＷＯ：バルブワイドオープン（蒸気加減弁全開）

図２ 蒸気加減弁の作動遅れ・閉鎖時間に対する流入エネルギの変化 

作動遅れ時間 閉鎖時間 
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負荷遮断時の蒸気タービンの瞬時最大速度（回転数/分）は，発電用原子力設備に準

用する「発電用火力設備に関する技術基準を定める省令」（省令第５１号）に定めら

れている非常調速装置が作動する回転速度（定格回転速度の 111％）未満であることを

確認した。 

(4)非常調速装置作動時の蒸気タービンの回転速度の評価 

a. 評価内容 

負荷遮断時，万が一に調速装置の不調が発生し，非常調速装置作動回転速度（定格

回転速度の 111％以下）を超え，非常調速装置が作動したとき到達する蒸気タービン

の回転速度については，先の評価と同様に式①を用いて評価する。ただし，式中の ER

は非常調速装置作動時の回転エネルギ：EE に読み替える。 

EE＝1.37×10-6×GD2×nE
2（nE：非常調速装置作動時の回転速度） 

したがって，設計最大出力時の非常調速装置作動後の瞬時最大速度：n0E (rpm) 

= 7.3×105

× (EE＋△E1＋△E2＋△E3)  
GD2

b．評価結果 

GD2（慣性モーメント） ＝1.102×106 (kg･m2) 

EE  （回転エネルギ） ＝6.053×106(kW･s) 

ΔE1：主蒸気止め弁（ＭＳＶ）の作動遅れ時間（0.10 秒）（トリップ信号の入力

から弁が作動し始めるまでの時間）により高圧タービンへ流入する蒸気の

エネルギ及び中間蒸気止め弁（ＩＳＶ）の作動遅れ時間（0.10 秒）により

低圧タービンへ流入する蒸気のエネルギ 

ΔE2：主蒸気止め弁（ＭＳＶ）及び中間蒸気止め弁（ＩＳＶ）の閉鎖時間（ＭＳ

Ｖ：0.22 秒，ＩＳＶ：0.25 秒）中に蒸気タービンに流入する蒸気エネルギ 

ＭＳＶ及びＩＳＶの閉鎖時間中に時々刻々変化する高圧・低圧タービンへ

の流入蒸気流量について，全開から全閉までの積分値を求め，これにエン

タルピを乗じ，ＭＳＶ及びＩＳＶの閉鎖時間に高圧・低圧タービンに流入

する蒸気エネルギを求める。 

ΔE3：負荷遮断時に，高圧・低圧タービンのケーシング，配管等蒸気通路部に残

留する蒸気エネルギ 

－② 
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 非常調速装置作動後の蒸気タービンの回転速度 

電気出力 898.0MW（設計最大出力） 

蒸気流量 定格蒸気流量の 103％（ＶＷＯ） 

真空度 96.3kPa 

エネルギΔE1 8.254×104 kW･s 

エネルギΔE2 1.975×105 kW･s 

エネルギΔE3 4.607×105 kW･s 

最大回転速度 定格回転速度の 117.9％ 

非常調速装置が作動したとき到達する蒸気タービンの瞬時最大速度（回転数/分）

は，タービンミサイルの評価条件及び蒸気タービンの強度評価条件である定格回転

速度の 120％を超えないことを確認した。 
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4. 発電機運転制限範囲及び電気出力（上限値）の算出 

( 1 )評 価 方 針  

島 根 原 子 力 発 電 所 第 ２ 号 機 の 電 気 設 備 に つ い て は ， 発 電 機 ， 主 変

圧 器 の 運 転 制 限 曲 線 を す べ て 満 足 す る 範 囲 内 で 発 電 機 を 運 転 す る こ

と に よ り ， 電 気 設 備 の 健 全 性 が 確 保 さ れ る 。 定 格 熱 出 力 一 定 運 転 の

実 施 に よ り ， 電 気 出 力 （ 有 効 電 力 ） が 増 加 す る こ と か ら ， 有 効 電 力

が 増 加 す る 側 に つ い て 発 電 機 の 運 転 制 限 範 囲 及 び 電 気 出 力 の 上 限 値

を 算 出 す る 。  

(2)電源構成及び定数 

発電機で発生した電力は，主変圧器を経由して送電線に電力を供給するルートと，

所内変圧器を経由して発電所の運転に必要な電力（所内電力）を供給するルートに分

かれる。電源構成を図３に示す。 

               図３ 電源構成 

これらの電気設備の定数は以下のとおりである。 

定格電気出力 ＰＬ＝820.0 MW 

発電機定格容量 ＸＧ＝870.0 MVA 

主変圧器定格容量 ＸＴ＝840.0 MVA 

主変圧器リアクタンス降下率（主変圧器定格容量ベース） ％ｑＴ＝14.11％ 

所内率（定格電気出力ベース，所内変圧器による損失を含む） r Ｈ＝3.5％ 

所内力率（所内負荷設計値 0.8 を使用） cosθＨ＝0.8 

Ｇ

所内変圧器

発電機

送電線へ

Ｐ
Ｇ
：発電機有効電力

Ｑ
Ｇ
：発電機無効電力

Ｐ
Ｈ
：所内有効電力

Ｑ
Ｈ
：所内無効電力

Ｑ
Ｔ
：主変圧器無効電力損失

一次側

二次側

Ｐ
Ｈ
，Ｑ

Ｈ

Ｑ
Ｔ
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Ｐ
Ｇ
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Ｇ
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電気設備の定数より，所内有効電力ＰＨ，所内無効電力ＱＨ，主変圧器無効電力損失

ＱＴを求めると以下のとおりとなる。 

所内有効電力 ＰＨ＝ ＰＬ×ｒＨ／100 ＝ 28.7 MW 

所内無効電力 ＱＨ＝（ＰＨ／cosθＨ）×sinθＨ ＝ 21.5 Mvar  

主変圧器無効電力損失 ＱＴ＝ＸＴ×％ｑＴ／100 ＝ 118.5 Mvar

(3)発電機（固定子コイル温度上昇限度）による運転制限 

発電機は，構成部品各部の温度上昇限度から決められる運転制限曲線を超えないこ

とが運転条件である。このうち，有効電力が増加する側については，固定子コイルの

温度上昇限度より運転制限範囲が決められる。運転制限範囲は以下の式で表される。 

Ｇ

２

Ｇ

２

Ｇ 　≦　Ｘ＋ＱＰ

よって，運転制限範囲を定める制限曲線は，以下のとおりとなる。 

ＰＧ
２＋ＱＧ

２＝ 870.0 ２

(4)主変圧器による発電機運転制限 

主変圧器の定格容量は二次側の通過皮相電力にて定義されているため，二次側通過

皮相電力が主変圧器定格容量を超えないことが運転条件である。図３に示すように，

二次側の通過皮相電力は，発電機出力から所内電力と主変圧器の無効電力損失を差し

引いたものであるので，運転条件を数式で表現すると， 

Ｔ
２

ＴＨＧ
２

ＨＧ 　Ｘ≦）Ｑ－ＱＱ＋　）－Ｐ（Ｐ (

となり，発電機の出力（ＰＧ，ＱＧ）はこの範囲内で運転する必要がある。 

よって，2項で求めたＰＨ，ＱＨ，ＱＴより，運転制限範囲を定める制限曲線は，以下

のとおりとなる。 

(ＰＧ－28.7)２＋(ＱＧ－140.0)２＝ 840.0 ２ 

(5)発電機，主変圧器の制限による電気出力上限値の算出 

発電機の電気出力上限値は，発電機，主変圧器による運転制限曲線それぞれの領域

を満たす有効電力ＰＧの最大値となる。 

発電機及び主変圧器による運転制限曲線を図４に示す。図より，曲線（１），

（２）を満たしＰＧが最大となる点は，曲線（１）と曲線（２）の交点である（ｃ点）

となり，有効電力，無効電力，力率は，以下のとおりとなる。 

ＰＧ(ｍａｘ)＝ 866.4 MW 

ＱＧ(ｍａｘ)＝  79.0 Mvar 
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力率   ＝ 0.996 

よって，運転制限曲線によって定まる電気出力の上限値は，866.4MW（定格電気出

力の105.7％），力率0.996となる。 

ａ

ｃ

ｂ

ＰＬ：定格電気出力(820.0 MW)

図４ 発電機・主変圧器による運転制限曲線 

   ：発電機固定子コイル温度上昇限度による運転制限曲線（曲線（１）） 

   ：主変圧器(840.0 MVA)による運転制限曲線（曲線（２）） 

   ： 発 電 機 回 転 子 コ イ ル 温 度 上 昇 限 度 に よ る 運 転 制 限 曲 線  

   ： 運 転 範 囲  

ａ点：使用前検査評価点（870.0 MVA，力率 0.95） 

ｂ点：力率 1 における主変圧器の出力制限点（856.9 MW，0 Mvar） 

ｃ点：曲線（１）と（２）の交点（866.4 MW，79.0 Mvar） 
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